
農業経営改善計画認定制度のあらまし

１．はじめに

「新しい食料・農業・農村政策の方向」により、国の21世紀に向けた農政の基本的な展開方向が示されましたが、その具体化を図るための法律が改正され、農業者が市町村で策定した農業経営基盤強化促進基本構想（以下「基本構想」という。）に即して作成した農業経営改善計画を、市町村長が認定する制度ができました。

東根市におきましては、10年後の農業経営の発展目標として、農業が職業として選択しうる魅力とやりがいのあるものになるよう、高収益性作物の拡大と施設化の促進、大規模稲作経営の推進等による所得向上と企業的農業経営の推進を図り、専業的農業従事者１人当たりの年間労働時間2,000時間程度、1人あたりの年間農業所得500万円程度を目標とする基本構想を策定しました。（「農業所得」とは農業による収入から必要経費を差し引いた額のこと）
この認定制度に基づき、農業の経営改善を図ろうとする農業者から、本市の基本構想で示された農業経営の目標に向けて、自ら農業経営改善計画を作成していただき、その計画が本市の基本構想で定めている具体的な要件に照らして適合すると認められる場合に、市長が認定することになります。

この制度により、本市の今後の農業の担い手を明確にするとともに、認定を受けた農業者（以下「認定農業者」という。）は、農業経営改善計画に基づいて、農業委員会等から優先的な土地の集積を受けられるほか、各種助成、融資などが重点的に受けられることになります。

２．認定農業者になるための要件

（１）認定基準

①　農業経営改善計画が基本構想に照らして適切であること。

②　農業経営改善計画の達成される見込みが確実であること。

③　農業経営改善計画が農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために適切であること。

（２）細部基準

別紙のとおり

３．認定の手続き

（１）申請

原則的に、東根市農業協同組合経由で東根市に提出することになります。

（２）認定時期

提出された認定申請書について取りまとめを行い、農業経営改善計画認定審査会に諮った上、東根市長が認定する。

（３）認定の有効期限

認定期限については、認定の日から５年間とする。

（４）その他

　　　認定農業者に対して、東根市長が「農業経営改善計画認定書」を交付する。
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